
 

 

防衛施設周辺対策制度の見直しについて（要請） 

 

 

  横田基地が所在する周辺市町では、これまで、「防衛施設周辺の生活環境の整備

等に関する法律」に基づく防衛施設周辺対策事業により、学校、学習等供用施設な

どの住民の利用に供するための公共施設を整備してまいりました。 

  平成２３年の法改正により、特定防衛施設周辺整備調整交付金（９条）について

は、交付対象事業の拡大など一定の改善がありました。 

しかし、騒音防止工事の助成（３条２項）及び民生安定施設の防音助成（８条）

については、現行の制度では、単一年度・短期間の騒音調査結果が採択基準となっ

ているため、過去に防衛施設周辺対策事業として整備された施設であっても不採択

になる場合があります。その結果、助成が受けられない施設が多く発生し、公共施

設の水準を維持することが困難になっている現状があります。 

  そこで、横田基地が首都圏の密集市街地に所在するという特殊性のほか、米軍の

飛行実態や基地の運用形態に配慮し、現在の採択基準の妥当性の検証に係る調査を

行うとともに、防衛補助金を充当し整備した既存施設の改修時における助成基準の

特例など柔軟な取扱いの検討を要請いたします。 

また、これらの事情を踏まえ、「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」

の本来の意義に則って、引き続き周辺住民の生活及び福祉の向上に寄与するために

必要な予算を確保されるよう強く要請いたします。 
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